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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは、経営方針の中核に「コーセーグループとしての企業価値を高める経営を継続して行っていく」ことを掲げ、事業の拡大と効率を

追求した経営に取組んでいます。この企業価値を高める経営の継続にあたりましては、コーポレート・ガバナンスが機能することが不可欠であり、

当社グループではコーポレート・ガバナンスを経営上の重要な課題のひとつと位置付け、健全な経営を遂行する組織体制や仕組みを整備し、継

続的に社会的信用を保持するための体制づくりを進めています。また、株主、投資家をはじめ、債権者、顧客、取引先、社員、そして地域住民・社

会等、すべてのステークホルダーとの共生を企業経営の重要な課題と考えており、価値ある企業として支持されるために、「透明性」「公正性」を

高めるべく、各ステークホルダーとの誠実なコミュニケーションに努めることで、信頼関係を構築することを基本としています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

2017年1月12日の開示において未実施として開示していた以下については、2015年11月から2017年6月までの間、当社の取締役会等において議
論を重ね対応を進めましたので、2017年6月29日に開示の本報告書において、本項から削除しました。

・補充原則4-1(2)<中期経営計画が未達に終わった場合の原因分析、株主への説明、次期以降の計画への反映>

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

<原則4-8.：独立社外取締役の有効な活用>

　当社は、独立社外取締役を選任しており、取締役会における独立した中立の立場での意見を踏まえた議論を可能にしています。1名のみの選任
ですが、十分な実効性を確保できていると認識しています。将来的な増員については、検討しています。

<補充原則4-11(3)：取締役会全体の実効性に関する分析・評価の概要>

　当社は、取締役会全体の実効性の分析・評価は実施していません。取締役会全体の実効性についての分析・評価、その結果の開示について
は、今後検討していきます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

以下の項目について更新しました。

・<原則3-1：情報開示の充実>

　(2)コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

・補充原則4-11(2)＜取締役・監査役の兼任状況＞

・<原則5-1：株主との建設的な対話に関する方針>

<補充原則5-1(2)：株主との建設的な対話を促進するための方針について>

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　当社のコーポレートガバナンスに関する取組みについては、本報告書のほか、有価証券報告書及びアニュアルレポート等にも掲載しています。

　コーポートガバナンス・コードの各原則に基づく開示項目の内容は、次のとおりです。

<原則1-4：いわゆる政策保有株式>

　当社は、投資目的以外に発行会社との企業連携や事業シナジーを見込めることを基本とし、発行会社との取引関係の維持・強化や業務のより
円滑な推進等を図ることを目的に、政策的に取引先の株式を保有しています。

　また、取締役会は取引関係の強化によって得られる当社グループの利益と投資額等を総合的に勘案し、投資及び継続的な保有の要否を判断
することとしています。政策保有株式に係る議決権ついては、その議案の内容を精査し、株主価値の向上に資するものかどうかを判断した上で適
切に行使します。

<原則1-7：関連当事者の取引>

　当社は、役員や主要株主との取引を行う場合には、その取引の重要性やその性質に応じて、社外取締役・外部弁護士への確認をとり、経営会
議に諮っています。その後取締役会の承認を経る等の手続きを要することとしています。

　関係会社間取引については、税務・会計上の各種規制・基準等を念頭に、合理的な取引価格を設定するよう務めています。

<原則3-1：情報開示の充実>

(1)会社の経営理念、経営戦略、経営計画

　当社は、企業理念、経営戦略、経営計画を、当社ウェブサイト、有価証券報告書、招集通知等にて開示しています。

(2)コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　当社は、コーポレートガバナンスの基本方針を、本報告書の「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他
の基本情報　１．基本的な考え方」、有価証券報告書、コーセーレポート等にて開示しています。

(3)取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続



　当社は、経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続に関して、本報告書の「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営
管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況　１．期間構成・組織運営等に係る事項　取締役報酬関係　報酬の額又はその算定方法
の決定方針の開示内容」に記載しています。

(4)取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　当社は、経営陣幹部の選任及び取締役・監査役候補者の指名に当たっての方針及び手続きに関して、本報告書の「経営上の意思決定、執行及
び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況　２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現
状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）　取締役等候補者の選定」に記載しています。

(5)取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

　当社は、取締役及び監査役各々を候補者とした理由を招集通知に記載しています。

<補充原則4-1(1)：経営陣に対する委任の範囲>

　当社は、取締役会規程その他社内規程を整備し、取締役会自身が判断・決定すべき事項と、経営陣が判断・決定すべき事項を明確化していま
す。重要な業務執行以外については、その取引の規模や性質などを鑑み、経営陣に権限を委任しています。

<原則4-9：独立社外取締役の独立性判断基準及び資質>

　当社の取締役会は、金融商品取引所が定める独立性基準を踏まえて当社として実質的に独立性を備えていると判断し、かつ、取締役会におい
て建設的な検討への貢献が期待できる者を、独立社外取締役の候補者として選定しています。

<補充原則4-11：(1)取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方>

　原則3-1（4）の記載を参照してください。

<補充原則4-11：(2)取締役・監査役の兼任状況>

　当社の社外取締役及び社外監査役の兼任状況は、本報告書の「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレー
ト・ガバナンス体制の状況　１．機関構成・組織運営等に係る事項」に記載しています。

　社外取締役1名は、当社以外の上場会社の社外役員を2社兼任、また、社外監査役1名は2社兼任していますが、他社での経験は当社での役
割・責務を果たす上で有効であり、また、当社における職務執行に必要な時間・労力を確保できていることから、社外取締役及び社外監査役として
の役割・責務を果たす上で合理的であると判断しています。

　社外監査役1名及び常勤監査役2名は、当社以外の上場会社の役員を兼任しておりません。

<補充原則4-14(2)：取締役・監査役に対するトレーニングの方針>

　当社は、各取締役・監査役による自己研鑽を奨励し、個々の取締役・監査役に適合したトレーニングの機会の提供・斡旋を行うとともに、その必
要費用について広く支援を行うこととしています。

　新任取締役候補者・新任監査役候補者に対しては、法令上の権限及び義務等に関する研修を行っており、必要に応じて外部機関の研修も活用
しています。

　また、新任社外取締役候補者・新任社外監査役候補者に対しては、当社が属する業界、当社の歴史、事業概要及び戦略等について説明を行っ
ています。

<原則5-1：株主との建設的な対話に関する方針>

<補充原則5-1(2)：株主との建設的な対話を促進するための方針について>

　当社は、IR部門を管掌する取締役を指定し、社内各部門との連携を図ることにより、IR活動の充実に努めております。

　株主との対話の窓口は、ＩＲ部門の専任担当者が対応しています。また、必要に応じて合理的な範囲で社長やIR担当取締役のほか、事業担当幹
部や研究担当幹部が面談に応じています。

　アナリスト・機関投資家に対しては、決算説明会を年2回実施しているほか（2017年度からは、第1四半期および第3四半期において、電話会議に
よる決算説明会を開催する予定です。）、スモールミーティング・海外機関投資家向けカンファレンスにも積極的に参加しています。また、個人投資
家向けのIRセミナーを年数回程度開催すると共に、個人でも分かりやすいIRサイトの構築にも取り組んでいます。各種カンファレンスの結果報告
や対話において把握された株主の意見・懸念については、経営陣幹部や取締役会を通じて情報共有を図っています。

　対話に関しては開示可能な情報範囲をあらかじめ定め、その範囲内での対話を行うこととしています。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

小林　一俊 7,294,974 12.04

小林　孝雄 7,240,510 11.95

小林　正典 7,115,066 11.74

小林　和夫 1,926,888 3.18

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,582,900 2.61

小林　保清 1,503,018 2.48

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,459,700 2.41

小林　美智子 1,279,702 2.11

公益財団法人コスメトロジー研究振興財団 1,279,655 2.11

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　みずほ銀行口　再信託受託者　資産管理サービス信
託銀行株式会社

841,857 1.39

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――



親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 12 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

戸井川　岩夫 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

戸井川　岩夫 ○

〔重要な兼職の状況〕

・日比谷Ｔ＆Ｙ法律事務所　弁護士

・日本農薬株式会社　社外取締役

・東都水産株式会社　社外監査役

弁護士としての高度の専門知識と企業経営に
おける豊富な見識を有していることから、当社
の経営に対する指導・助言や、独立した客観的
な観点から経営の監督をしてもらうため。なお、
一般株主との利益相反が生じるおそれがない
と判断し独立役員に指定しています。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）



指名委員会に相当
する任意の委員会

人事委員会 5 0 2 1 0 2
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

人事委員会 5 0 2 1 0 2
社外取
締役

補足説明

　人事委員会は、当社の取締役、監査役及び執行役員の指名、報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任の強化を目的とし、
社長による取締役会への「指名・報酬等に関する提案」を審議する機関です。委員構成において、「その他」に該当する委員は、社外監査役です。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　会計監査人との連携につきましては、一年間の会計監査計画に関する報告、決算後の会計監査実施報告、四半期決算後の重要な会計方針の
報告、及び内部統制監査実施報告を実施しており、適宜情報交換及び意見交換を行っています。

　内部監査部門との連携につきましては、監査室より常勤監査役に対して行う年度内部監査計画の提出と内容説明、監査室が被監査部門に対し
て行う「監査結果報告会」への常勤監査役の出席、監査室が社長に提出・報告する内部監査結果報告書及び内部統制報告書の写しの常勤監査
役への提出・報告があり、社外監査役は監査役会にて常勤監査役よりこれらの内容の報告、説明を受け適切な意見を述べています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

村上　實 弁護士

岩渕　信夫 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



村上　實 ○

〔重要な兼職の状況〕

・村上法律事務所　弁護士

弁護士としての豊富な経験と企業法務に関す
る高い見識を有しており、それらに基づき独立
した客観的な観点から当社の監査を行ってもら
うため。なお、一般株主との利益相反が生ずる
おそれがないと判断し独立役員に指定していま
す。

岩渕　信夫 ○

〔重要な兼職の状況〕

・公認会計士岩渕信夫事務所　公認会計
士

・株式会社ビジネスブレイン太田昭和社外
取締役監査等委員（常勤）

・株式会社ウイルプラスホールディングス
社外監査役

長年の公認会計士としての豊富な監査経験と
財務・会計に関する専門的な知見を有してお
り、それらに基づき独立した客観的な観点から
監査をしてもらうため。なお、一般株主との利益
相反が生じるおそれががないと判断し、独立役
員に指定しています。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

検討はしていますが、当面実施する予定はありません。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

　報酬等の総額を有価証券報告書及び招集通知にて開示しています。また、連結報酬等の総額が１億円以上である者の連結報酬等の総額を有

価証券報告書に個別開示しています。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役の報酬等の内容の決定に関する方針は、中長期的な企業価値の増大につなげることを主眼においた報酬体系としています。

　取締役の報酬は、株主総会において定められた総額の範囲内において各取締役に配分するものとし、その配分は、社外役員を中心とした人事
委員会でその妥当性について審議した後、取締役会で決定しています。

　この報酬は、各事業年度における業績の向上、及び中長期的な企業価値の増大に向けて職責を負うことを考慮し、会社業績の向上や役員の業
績との連動性を高め、月額報酬と賞与で構成しています。月額報酬は、各取締役の職位に応じて、経営環境等を勘案して報酬額を決定していま
す。賞与は、当事業年度の当社グループの業績・担当部門の業績、及び個人の業績評価に基づいて決定しています。また、当社では役員退職慰
労金制度を設けています。当該支給額には基準を設けており、在任中の各年度に毎期積立額を引当計上しています。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　総務部員が事務局として取締役会及び監査役会等の招集手続きを実施しています。また、取締役会議案資料を社外役員には事前に配布し、社
外取締役にはその説明を実施しています。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

(1)業務執行

　当社の業務執行は、取締役の管掌範囲を明確にし、少人数による迅速な意思決定ができる体制としています。また、執行役員制度を導入してお
り、取締役会で選任された執行役員が、取締役会により決定された経営基本方針に従い、担当する部門において適切な業務執行を行っていま
す。現在の体制は、取締役12名（男性12名）、執行役員10名（男性10名）であり、経営の効率化へ向けた取組みを積極的に進めています。

　当社の取締役会は、原則として毎月１回開催し、法令及び定款で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務
執行を監督しています。また、経営に関する重要事項の協議及び業務執行の全般的統制を行うため、取締役社長を議長とし役付取締役を中心に
構成する経営会議を設置しています。また、必要に応じ、日常の業務執行についての情報共有を図る役員会議やより具体的・詳細な事項を検討
する経営政策検討会議等を開催するなど、迅速で効率的な経営を行っています。

(2)監査

　監査機能としては監査役会があります。監査役は、取締役会のほか経営執行における重要な会議に出席し、取締役会及び執行機能の監査を
行なっています。現在の体制は、監査役4名（男性3名、女性1名）です。

　業務執行部門から独立した組織である監査室（12名）は、中期及び年次監査計画に基づき、業務活動全般にわたる監査を実施しています。内部
監査結果は社長及び監査役に報告されるとともに、被監査部門長にも通知され、監査室による改善状況の確認も行われています。

(3)取締役等候補者の選定

　当社の取締役会は取締役等候補者の選定にあたり、経歴、能力、人格、見識などを総合的に判断し、取締役会全体としての知識、経験、能力の
バランス並びに取締役会の多様性及び規模が当社にとって最適となるよう努めています。

　取締役等候補者及び経営陣幹部の選定手続きについては、取締役等候補者については経営陣幹部が人選し、経営陣幹部についてはその必要
性が生じた場合代表取締役が人選し、それぞれその妥当性について社外役員を中心とした人事委員会の審議を経て、取締役会に上程のうえ、選
定しています。

(4)責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結してい
ます。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額としています。

(5)会計監査

　会計監査人は、経営者との間で定期的なディスカッションを開催するほか、監査役に監査結果の報告を行う際にも適宜情報交換及び意見交換
を行っています。また、内部監査結果の概要についても情報の共有を図るなど、相互に連携をとり、効果的な監査の実施に努めています。2017年
３月期の監査公認会計士等に対する報酬の内容及び業務を執行した公認会計士の氏名等は、次のとおりです。

　　・監査証明業務に基づく報酬：　　　99百万円　（うち連結子会社分：　13百万円）

　　・非監査業務に基づく報酬：　　　　　0百万円

　　・公認会計士の氏名等：　　　指定有限責任社員・業務執行社員　星野正司、同　森田祥且

　　・上記が所属する監査法人名称：　　　新日本有限責任監査法人

　　・監査業務に係る補助者の構成：　　　公認会計士10名、会計士試験合格者等21名、その他3名

　このほか、リスクマネジメント・コンプライアンス委員会の設置等により企業活動における法令等遵守、公正性、倫理性を確保し、また、当社社員
からの相談や内部通報を受け付ける「コンプライアンス相談窓口」を設けるなど、健全な企業体質を維持するための活動を進めています。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社の取締役会の運営は、各取締役及び各監査役が忌憚のない意見を述べて議論するなど相互牽制機能を有効に働かせ、ガバナンスの機能
を充分に果たすよう実践しています。　

　当社は、一部の株主や利害関係者の利益に偏ることのない社外取締役１名及び社外監査役２名を選任しています。社外取締役は、取締役の業
務執行に対する助言及び各取締役の監視・監督機能を果たしており、社外監査役は公認会計士及び弁護士としての専門的な見地から取締役の
業務執行の監視・監査機能を果たしています。

　事業に精通した役員による相互牽制に加え、独立性のある社外役員による監査・監督機能を有するこのような体制は、当社の事業内容や規模
等から判断し、適切であると考えています。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

招集通知の発送については早期発送に取り組んでいます。2017年3月期（第75回定時株
主総会）においては、法定期限の2日前である6月12日に発送しました。

また、招集通知の発送に先駆け、当社ウェブサイトにおいて招集通知を早期掲載しまし
た。（6月6日）

電磁的方法による議決権の行使 みずほ信託銀行の議決権電子行使サービスを利用しています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

当社は2016年3月期（第74回定時株主総会）より、株式会社ICJ（インベスター・コミュニ
ケーション・ジャパン）が運営する「議決権行使プラットフォーム」を利用しています。

招集通知（要約）の英文での提供 当社ウェブサイトに、狭義の招集通知及び参考書類の英訳を掲載しています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催 個人投資家向けＩＲセミナーを年3～4回（不定期）実施しています。 なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算説明会（第1四半期及び第3四半期を除く）を年2回実施しています。

2017年度からは、第1四半期および第3四半期において、電話会議による決算
説明会を開催する予定です。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
国内で実施される海外投資家向けのカンファレンスに年2～4回程度参加して

います。
なし

IR資料のホームページ掲載

決算短信等の適時開示資料、財務情報、株主通信、有価証券報告書、アニュ
アルレポート（英文）、決算説明会資料等を掲載しています。

日本語ウェブサイト：http://www.kose.co.jp/company/ja/ir/

英語ウェブサイト：http://www.kose.co.jp/company/en/ir/

IRに関する部署（担当者）の設置 IR室を設置しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループは、1997年に発足した地球環境委員会を中心として環境基本方針と環境行
動指針を策定、環境保全等のＣＳＲ活動に取り組んできました。2013年度からは、社長を
委員長とする「ＣＳＲ委員会」を発足し、「美しい知恵 人へ、地球へ。」「正しきことに従う心」

を基本指針とする、より緻密なＣＳＲ推進体制を整備しました。

方針や活動内容は「社会・環境報告書」（～2012年度）、「CSRレポート」（2013～2015年
度）、「コーセーレポート」（2016年度～）、及びコーセー企業サイト上のコンテンツとして開示
しています。

http://www.kose.co.jp/company/ja/csr/

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社グループは、グループ行動規範において、ステークホルダーに対し、経営及び事業活
動の透明性を高め、的確かつ迅速な企業情報の開示を行い、企業としての責任を果たす
旨を定めています。

その他
顧客対応に関わる部署としてお客様相談室を設置し、お客様からの相談や苦情等のお問
合せに対し、スタッフが電話・手紙・メールを通して迅速・正確・誠実な対応を心がけていま
す。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、業務の適正を確保することを目的に定めた内部統制に係る基本方針に基づき、グループの全役職員により遂行される内部統制の仕組
みの充実とその有効性の確保に努めています。

　コンプライアンス体制として、行動指針を定め役職員への周知を図るほか、リスクマネジメント・コンプライアンス委員会を設置し、企業活動におけ
る法令等遵守、公正性、倫理性を確保する体制を構築しています。

　リスク管理体制として、危機管理に関する規程を定め所管部門毎に予防体制を整備すると共に、危機発生時の情報伝達・対応体制を構築して
います。情報管理体制として、業務の執行に係る文書その他の情報につき、規程に従い適切に保存及び管理を行うこととしています。

　グループ会社管理体制として、関係会社管理に関する規程に基づき、関係会社から定期的に又は必要に応じ報告を受け各社の経営計画の管
理及び実績評価を行うほか、関係会社を統括主管する責任者を定め、適宜関係会社の経営事項の情報を収集し当社の経営会議等において報
告することとしており、当社監査役及び内部監査部門は、子会社監査役等と連携を図り、必要に応じて自ら直接調査を行うこととしています。

　また、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法等の趣旨に則り、財務報告に係る内部統制の整備・運用を行い、その有効性を継続
的に評価、報告することとしています。

　　その整備状況並びに運用状況については、監査室及び監査役によりモニタリング・検証されています。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切の不当な要求には応じないことを「コーセーグループ行動規範」で明確に宣言し、
全社的に取り組むとともに、警察、弁護士等の外部専門機関との連携をとりながら組織的に対応することとしています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　当社は、コーセーグループの内部者情報（決定事実、発生事実、決算に関する情報等の重要事実）の取扱い並びに自社株式の売買に関する社
内規程（インサイダー取引防止規程）を制定し、情報管理の徹底を図るとともに、法令等に違反する内部者取引の未然防止に努めていま

す。

　当社の情報開示体制は以下のとおりです。

１．内部情報管理の担当部署、責任者

　　　・情報取扱責任者：情報開示を担当する取締役又は執行役員

　　　・情報開示担当部署：IR室

　　　・情報管理担当部署：総務部

２．情報管理及び情報開示のプロセス

　　　・当社又はグループ会社において内部者情報が生じた場合、その情報は、情報取扱責任者及び総務部長に報告される。

　　　・情報取扱責任者は、社長その他必要と認めた者と「適時開示が求められる会社情報」への該当の可否を協議する。

　　　・「適時開示が求められる会社情報」に該当すると判断した場合、情報取扱責任者は総務部長と連携して情報の漏洩防止を図る。

　　　・情報の公表については、原則として取締役会の承認を経た後、IR室が東京証券取引所の定める有価証券上場規程に従い

　　　　情報を開示する。




